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令和５年度普代村一般会計当初予算の概要 

 

１ 予算規模 （表１） 

  歳入歳出予算総額は３，８７７，０００千円で、前年度対比７０１，０００千円  

（２２．１％）の増加となった。農林水産業費６７３，７２０千円は前年度対比４５０，

５７０千円（２０１．９％）の増加、教育費２９９，４７５千円は、前年度対比７３，５３

８千円（３２．５％）の増加、総務費１，１６４，１９５千円は、前年度対比２９３，２４

７千円（３３．７％）の増加となった。土木費２３８，２６５千円は、前年度対比１８

５，３３９千円（４３．８％）の減少、商工費１１２，０８３千円は、前年度対比１１，３

３６千円（９．２％）の減少が主な要因となった。 

今年度の主な事業としては、ふるさと納税を活用した地域産業促進事業  

２２４，９５６千円、災害後方支援拠点広場整備事業２４，２７２千円、水産流通

基盤整備事業地元負担金（太田名部漁港）２３，４００千円、新魚市場整備事

業５０５，４７０千円、黒崎園地修景改善設計監理業務委託料・工事費２４，２０

０千円、村道補修・舗装補修・橋梁補修・補強工事費１０８，０００千円、義務教

育学校基本計画策定業務委託･基本設計業務委託料６２，４９１千円が主な事

業である。 

 

２ 歳入の状況 （表２、表３、表１３－（２）） 

(1)  一般財源は２，４１０，５６４千円で、前年度対比２９８，１０３千円（１４．

１％）の増加となった。村税、地方特例交付金等は減少となったものの、地

方譲与税、地方交付税、寄付金の増加が主な要因となった。 

(2)  村税は１９８，３９７千円で、前年度対比９，８５１千円（４．７％）の減少とな

った。村民税（個人分・法人分）、固定資産税の減少が主な要因となった。 
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(3)  地方交付税は１，６００，０００千円で、前年度対比１２０，０００千円（８．

１％）の増加となった。普通交付税の増加が主な要因となった。 

(4)  国庫支出金は４２０，０６４千円で、前年度対比１８１，８９２千円     

（７６．４％）の増加となった。新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金６１，３４６千円の皆減はあったものの、水産物集出荷機能集

約･強化対策事業補助金２２７，５００千円の増が主な要因となった。 

(5)  県支出金は１０３，２４９千円で、前年度対比６，４８１千円（６．７％）の

増加となった。希望郷いわての農業基盤整備事業が皆減となっている

ものの、障害者等自立支援給付費負担金、地域経営推進費の増加が

主な要因となった。 

(6)  寄付金は３５０，００２千円で、前年度対比１５０，００１千円（７５．０％）の

増加となった。ふるさと応援寄付金の増加が主な要因となった。 

(7)  繰入金は５１２，７７２千円で、前年度対比２５１，９３７千円（９６．６％）の

増加となった。ラブ地球村グローアップ基金繰入金の皆減はあったもの

の、ふるさと応援基金繰入金の増加が主な要因となった。 

(8)  村債は４６４，５００千円で、前年度対比１２，６００千円（２．６％）の減少と

なった。 

また、プライマリーバランス（新規村債発行額と元金償還額の差）は、   

９７千円の若干の黒字となった。 

 

３ 歳出の状況（表４、表５、表１３－（１）） 

（1）  義務的経費は１，２２０，２４５千円で、前年度対比５２，２８８千円（４．

５％）の増加となった。人件費、扶助費及び公債費も増加となった。 

（2）  投資的経費は７５４，４７２千円で、前年度対比２８３，２９９千円（６０．1％）
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の増加となった。普通建設事業費で普代川治水対策上区地区排水ポン

プ整備工事の皆減及び新魚市場整備事業工事皆増の皆増が主な要因と

なった。 

（3）  その他の経費は１，９０２，２８３千円で、前年度対比３６５，４１３千円   

（２３．８％）の増加となった。補助費等（久慈広域連合負担金等）の減少は

あったものの、物件費（ふるさと納税を活用した地域産業促進事業、スク

ールバス購入費等）、積立金（ふるさと応援基金積立金）の増加が主な要

因となった。 

 

令和５年度普代村各特別会計当初予算の概要 

１ 国民健康保険特別会計（表６） 

  歳入歳出予算総額は４３３，６００千円で、前年度対比５，８００千円（１．４％）

の増加となった。歳出の国民健康保険事業費納付金は減少となるものの、保

険給付費（一般被保険者療養給付費）の増加が主な要因となった。 

２ 国民健康保険診療施設特別会計（表７） 

  医科診療施設勘定は歳入歳出予算総額１１９，０００千円で、前年度対比  

１０，０００千円（７．８％）の減少となった。医業費の減少が主な要因となった。 

  歯科診療施設勘定は歳入歳出予算総額７２，５００千円で、前年度対比   

２，９００千円（３．８％）の減少となった。総務費の増加及び医業費の減少が主

な要因となった。 

３ 簡易水道特別会計（表８） 

  歳入歳出予算総額は１１６，４００千円で、前年度対比１６，４００千円（１６．
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４％）の増加となった。水道事業費（公営企業法適用化移行支援業務委託、

簡易水道施設改良費）及び公債費の増加が主な要因となった。 

４ 休養施設事業特別会計（表９） 

  国民宿舎くろさき荘勘定は歳入歳出予算総額１２７，４００千円で、前年度対

比７，１００千円（５．３％）の減少となった。営業収入、一般会計繰入金の減少

が主な要因となった。 

５ 漁業集落排水事業特別会計（表１０） 

  歳入歳出予算総額は３９，５００千円で、前年度対比７，７００千円（２４．２％）

の増加となった。歳出で漁業集落排水事業費（公営企業法適用化移行支援

業務委託）及び公債費の増加が主な要因となった。 

６ 後期高齢者医療事業特別会計（表１１） 

  歳入歳出予算総額は３２，２００千円で、前年度対比１，３００千円（３．９％）の

減少となった。歳出で後期高齢者医療広域連合納付金の減少が主な要因と

なった。 

 

（参考資料） 

１ 基金現在高 （表１２） ・・・ P１５ 

２ 地方債現在高 （表１３－１、表１３－２） ・・・ P１６～P１７ 

３ 債務負担行為支出予定額 （表１４） ・・・ P１８ 

４ 引き上げ分の市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保 

障４経費その他社会保障施策に要する経費 （表１５） ・・・ P１９ 


